
問題社員の取り扱い法について

解説する連載第 1回目の今回は，

まず前段として，労働トラブルが

増え続けている実態について時代

背景の考察を含め，統計を中心に

見てみましょう。

増え続ける労働トラブル

長期間にわたる日本経済の低成

長や賃金実態の低下を受けて，い

まや日本中が不安に包まれていま

す。特に2008年に起きたリーマン

ショックを受けて大きな雇用調整

局面が発生したことにより，雇用

のトラブルが頻発しています。

グラフ（第1図）は，昨年厚生

労働省から公表された，各都道府

県労働局，各労働基準監督署内，

駅近隣などに設置の総合労働相談

コーナーに寄せられた相談件数で

すが，平成14年と比べると総合労

働相談件数で約2倍，民事上の個

別労働紛争相談件数では2.5倍に

増えています。

民事上の個別労働紛争相談の内

訳では「解雇」に関するものが

21.2％と最も多く，「いじめ・嫌

がらせ」「労働条件の引き下げ」

と続きます。前年と比較すると

「解雇」に関する相談は減少して

いるものの，「いじめ・嫌がらせ」

「その他の労働条件」などが増加

し紛争内容は多様化しています。

大きく落ち込む賃金水準

もう少し統計から時代を探って

みましょう。連合が賃金センサス

をもとに分析した賃金レポートか

らの統計で，1997年を100として

賃金水準の推移をグラフ化したも

のです（第2図）。90年くらいま

では伸び続けていますが，一時金

は92年をピークに，所定内賃金は

97年をピークとして減り続けてい

ます。一時金も所定内賃金も落ち

込んだ結果，年間賃金水準がこの

15年くらいで1割以上落ち込んで
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第1図　総合労働相談件数の推移 
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第2図　賃金水準の推移 
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います。まさに賃金デフレといわ

れる意味がよく分かります。

不安な雇用情勢

他方，雇用情勢で大きく変化し

ているのが非正規労働者の割合で

す。最新の統計によるとその割合

は35.4％と 3人に 1人を超えてい

ます。特に24歳以下の若年層につ

いては45.9％と実に半数弱となっ

ています。

非正規労働者増加の問題点は正

社員との賃金水準の格差にありま

す。厚生労働省の賃金構造基本統

計調査によれば，男性正社員の場

合，50歳代前半をピーク（429万

円）として年収のカーブがありま

すが，非正規労働者の年収はほと

んど年代により変化はなく200万

円台前半にとどまっています。

統計を眺めていると気が滅入

るような感じがします。このよう

な状況下でしかも社会保障体制

に歪みが見られる現状では，不安

な気持ちをなくせと言っても無理

があるというものです。企業にと

っても存続のためには全体の賃

金調整にとどまらず，場合によっ

ては従業員を個別に選別し，解雇

や雇止めといった措置を取らざる

をえなくなっています。好況時で

は大きな問題とならなかった問題

社員やローパフォーマー社員に対

しても，人事労務上厳しく管理せ

ざるをえなくなり，結果解雇をめ

ぐってトラブルに至るケースが続

出しているのです。

弁護士の増加と

過払い金利ブームの終焉

司法制度改革から毎年弁護士が

増え続けています。しかし弁護士

登録しても今までのように十分な

仕事と収入を得ることが難しく，

弁護士志望者の2割は登録をしな

いでいるそうです。弁護士の供給

過剰から，かつては労働問題など

は扱う弁護士が少なかったのです

が，昨今は積極的に労働問題を扱

う弁護士が増えてきています。

また一部の弁護士事務所では

テレビや電車内にて積極的に過払

い金利の払い戻しを宣伝し，過払

いバブルといわれる現象を起こし

ましたが，武富士の破綻などブー

ムも終焉を迎えています。そうい

った法律事務所では労働審判で

比較的簡略に手続きを完了でき

ることもあって，未払い残業代問

題を扱うところが増えてきていま

す。ホームページなどで，解雇を

無効とし，未払い残業代も併せて

請求することができるという情報

を多くの人が得ることになったの

です。弁護士の増加や過払い金利

ブームの終焉が労働トラブルを増

加させている側面的な要因である

ことは間違いないと思われます。

厳しい解雇規制

加えて日本では解雇を厳しく制

限しています。特に問題社員・ロ

ーパフォーマーに対する解雇を非

常に厳しく規制する判例が多く，

それがもととなって解雇権濫用法

理となっています。

従業員は会社に対し労務を提供

し，会社は従業員に賃金を支払う

ことで雇用契約が成り立つもので

す。従業員が問題を起こしたり，

ローパフォーマーであること自

体，雇用契約の基本原則が崩壊し

ています。従って，会社は問題社

員・ローパフォーマーとの雇用契

約を解除することには何ら問題が

ないと考えられるのです。

しかし，裁判所は解雇権濫用法

理を用いて解雇を規制し，ひいて

は労働契約法第16条にて「解雇に

は客観的合理的な理由が必要であ

る」と明文化されるようになりま

した。そのため解雇権濫用法理を

めぐって，問題社員・ローパフォ

ーマー社員を解雇したい会社と従

業員との争いが増えてくるという

ことになっています。

今後も非正規労働者に対する労

働法の改正が目白押しですので，

会社としては今まで以上に問題社

員・ローパフォーマー社員への対

応を強化せざるをえなくなるでし

ょう。特に大手以外の企業におい

ては，社内に労務問題について正

しいノウハウが少ないまま，安易

に解雇を進めていく傾向が見られ，

不要なトラブルにつながってしま

いがちです。どうすれば問題社

員・ローパフォーマーに対処できる

のか，その取り扱い法をこの連載

を通じて一緒に学んでいき，結果

労使が円滑で良好な労務環境を実

現することになればと思います。
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